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本書の⽬的 
 

少子高齢化の進展によりわが国の人口は、今後減少することが予測されています。

国内の人口減少はすなわち市場の縮小につながるため、成長著しい海外に新たな市

場を求めることによって、成長を続けようとする企業が増えています。しかしなが

ら、海外でのビジネスを国内と同じように進めることはできません。そのため多く

の企業が海外展開には苦労をしており、なかには海外事業の撤退を余儀なくされた

り、国内での事業にまで悪影響を及ぼすケースもあります。 

 そこで本書では、海外展開を図ってきた企業の経験談、多くの企業の海外展開を

サポートしてきた専門家へのヒアリングを通じて得られた知見をもとに、海外展開

を図る上での留意点をまとめました。 

 本書は、①これから海外展開を考える企業に向けた「はじめの一歩編」、②海外展

開に乗り出したけども壁にぶつかっている企業に向けた「次のステップ編」に分か

れており、海外展開の状況に応じて参照できる構成にしています。また、海外展開

に関しては、聞きなれない用語も多数あり、事例の中でもこれらの用語が多数出て

くることから「押さえておきたい用語集」を設け、本文中の聞きなれない用語（太

字で表記）も解説を参照できるようにしています。巻末には「海外展開お役立ちリ

ンク」として、海外展開の支えになる情報源をコンパクトにまとめました。 

 それぞれの企業の状況に応じて、参考にしていただき、本書を通じて企業の皆様

の海外展開にお役に立てれば幸いです。 
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Ⅰ．Whatʼs 海外展開 
 
海外展開と一口に言っても、その手法はさまざまです。自社の経営体力、人材、

製品やサービスなどのリソースと展開先となる国や地域の特徴を踏まえて、最適

な手法を検討しましょう。 

海外展開のプロセスとしては、大まかに分けて以下の５つの手法に分類されま

す。すべての間接貿易がローリスク・ローリターン、すべての直接投資がハイリ

スク・ハイリターンとは限りませんが、手法ごとの特徴を理解して最適な手法を

検討することが重要です。 

 

海外展開のプロセス 

 
 

次のページでは、これらの海外展開のプロセスにおけるメリットやデメリット

について見ていきます。 

 

　間接貿易

　直接貿易

提携 　業務・技術提携

　情報収集拠点

　直接投資

※　情報収集拠点は、海外で直接投資等を行う前段階の事業形態であり、
　　　リスク・リターンの軸には該当しない

貿易

進出

商社や貿易会社等に輸出入にかかる諸手続等を委託する取引形
態。
製品の販売や原材料調達など、海外企業との間の輸出入を自社で
直接行うもの。
海外企業との契約・合意等に基づき、海外との事業を行うもの。具体
的には生産委託、販売委託、技術供与・導入など。
今後の事業展開のための情報収集を行うための駐在員事務所（契
約等の商行為を行うことはできない機能）を設けるもの。
資金を投入し、海外に現地法人や支店など拠点を設置し、実際に事
業を行うもの。

間接貿易

直接投資

直接貿易

業務・技術

提携

ローリスク

ローリターン

ハイリスク

ハイリターン

情報収集

拠点
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展開形態別のメリット・デメリット 

 
資料）ミラサポ「海外展開 早わかりガイド」、明倫国際法律事務所「海外進出の方法とそれぞれのメリット・

デメリット」等を元に作成 

 
 海外展開の手法はさまざまですが、突き詰めれば、どの企業においても「いかに

売上を伸ばすか／利益を確保するか」といった点に腐心しており、そのためにト

ライ＆エラーを繰り返しながら、有効な方策を見出しています。 

次からは、これから海外展開を検討しようと考えている企業（はじめの一歩編）、

海外展開に着手はしたものの壁にぶつかっている企業（次のステップ編）に分け

て、これまでの海外展開企業における成功・失敗事例を通じて、注意すべきポイ

ント・キーワードについてまとめています。 

  

メリット デメリット

①商社や貿易会社などの専門業者に
任せることで貿易取引におけるリスク
（カントリーリスク、取引先の信用リス
ク、為替変動リスク等）を低減できる

①商社や貿易会社などの専門業者に
対して支払う費用負担（手数料等）が
発生する
②情報の入手が間接的となり、商権も
固定化される

①商社等に対して支払う費用が不要と
なる
②海外の輸出入者と直接交渉すること
により、タイムリーな海外市場（価格や
流行等）の状況把握が可能となる
③貿易に関するノウハウの蓄積や貿
易に精通した社員の育成が可能となる

①貿易取引におけるリスクを自社で負
担する必要がある
②貿易に関連する法律（外為法、関税
法等）の知識を自社で把握することが
必要となる
③貿易実務を行う人材、インフラ等の
体制整備や通関・物流を行う物流業者
の選定が必要となる

提
携

①資本力が小さくても、海外企業の資
金、人材、ネットワークを利用し、店舗
展開が可能
②ロイヤリティの徴収による収入が期
待できる
③失敗した場合のリスクが小さい

①提携先が技術や経営ノウハウ等を
流出させる可能性がある
②提携先が不振に陥った場合、その
対応のための経費と労力が必要となる
③提携先の不振のために、提携元の
企業イメージが悪化する可能性がある

①事業所の開設が比較的容易
②出資の負担が小さい

①現地の活動は市場調査、情報収集
などに限られ、営業活動や商取引はで
きない

独資

①出資者の自由な意思決定を行うこと
が可能、業務に関する意思決定にあた
り機動的に対応することができる
②海外企業等に機密や技術、ノウハウ
等の流出を防ぐことができる
③生じた利益を独占することが可能

①海外企業等の販売網やノウハウを
活用することが難しい
②出資の負担が大きい
③業種によっては独資企業の設立が
禁止されていることがある

合弁

①海外企業等の販売網やノウハウを
活用しやすい
②出資の負担が小さい
③企業設立にかかる規制の対象となり
にくい

①出資者の自由な意思決定を行うこと
が困難、業務に関する意思決定の機
動性が落ちる
②海外企業等に機密や技術、ノウハウ
等の流出するリスクが生じる
③生じた利益を独占することができな
い

直接貿易

間接貿易

直接投資

貿
易

進
出

情報収集拠点

業務・技術提携
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れるほどの

の要因から
ゼロでの海
、それを超
回は現地

を打つことが

ネス
ア

の莫

らじ
海外
超え
地を
が、



 

【企
 

 

 

【企
 

 

 

 
 

企業の経験

 海外

見込

工リ

外企

どう

いる

企業の経験

 日本

計画

登録

登録

時間

なく

原材

原材

 製品

を満

費用

の輸

 【専⾨家
 輸出

化し

ため

は書

る。

く、そ

物流

ース

など

く、信

験談】⺠間

外の展示会な

込まれる企業

リサーチな

企業の信用情

うかを客観

る。 

験談】相⼿

本で生産した

画であったが

録が必要で、

録の有効期限

間の兼ね合い

なった。完

材料を輸入す

材料を輸出し

品内に化学薬

満たしてい

用が高額で、

輸出をあき

家の⽬】物流
を行う場合

ているとこ

に手続きの

面での申請

賄賂を払わ

それを斡旋

において賄

もある。ま

日本では起

信頼できる

間調査会社

などで顔を

業について

どの民間信

情報サービ

観的に判断す

⼿国の規制

た商品（完

が、現地で

、登録手続

限が１年し

いから当初

完成品とし

するのであ

しての現地

薬品が使わ

るかを証明

、登録まで

らめて自社

流上のリス
合、海外では

ころもある

の電子化を

請を要求さ

わないと手

旋するブロー

賄賂の存在

また、輸送品

起こり得な

る物流事業

 

社の信⽤情

を合わせ、今

ては、帝国デ

信用調査会

ビスを購入

するための

制を受けて事

完成品）を輸

でその商品を

続きには１年

しかないため

初の計画通

しての輸入は

あればハー

地生産に切り

われているた

明するための

でに３年かか

社製品の製造

スクに注意し
は税関での

。各国政府

進んでいる

され、そこ

手続きを放置

ーカーがい

在がシステ

品質につい

い問題も数

者に委託す

6 

情報を活⽤

今後の取引

データバン

会社が提供

し、信用に

の材料とし

事業計画

輸出して現

を流通させ

年かかるに

め、登録に

りを見直さ

はハードル

ドルは低く

り替えた。

ため、その

の文書や実

かることか

造権を現地

しよう！ 
の賄賂の要求

府では汚職を

るものの、実

で賄賂を要

置されるこ

いるなど、海

ム化されて

いても、海外

数多くある

する、保険

⽤ 

引の可能性

ンクや東京商

供している海

に足る企業

して活用して

を⾒直して

現地で販売

せるには商

にも関わら

にかかる費

さなければ

ルが高くて

くなること

 

の製品の安全

実験データ

から輸出計

地の企業に売

求が慣習

を避ける

実運用で

要求され

ことが多

海外での

ているケ

外では時間

ため、現地

険をかけるな

が

商

海

が

て

て展開 

する

品の

ず、

用と

なら

も、

から、

全性、有効

の提出を求

画が頓挫し

売るビジネ

間を守らない

地の状況をき

などの対処

効性がその

求められた

した。そこ

ネスに切り

い、盗難が

きちんと調

処が必要であ

国の基準

。しかし、

で、製品

替えた。

が起こる

調べてお

ある。 



 

３

源
的
⼤
外
こと
 

【海

 

【企
 

 

【企

３ 限られ
 

中⼩企業
源には限りが
的に⾃社の
⼤といった海
外、両⽅の⽂

とによって⾃

海外展開の
 

そもそも⼈
 そも

を任

企業

 海外

れる

とそ

書類作成
 イン

作成

こんな⽀援
 自分

にな

企業の経験

 フラ

渉能

の社

応じ

て行

 ベン

によ

イン

部分

企業の経験
 

 業界

中で

れた経営

業の海外展
があります。
経営資源

海外展開を
⽂化や⾔語
⾃社に⾜り

のお悩み】

⼈がいない 
もそも人手

任せられる

業に来てく

外事業担当

ることは限

そうでない業

成が⼤変で…
ンボイスの作

成に関する

援メニューがあ
分の会社が困

なって知った

験談】ノウハ

ランス語圏

能力もある商

社員として採

じた報酬を支

行うことがで

ンチャー企

よる組織を

ントを押さ

分である管理

験談】情報

界団体や海外

で各種支援制

営資源の

展開において
。したがって

源を投⼊す
を成功させ
語に理解の

りない経営

 

不足と言わ

ような能力

れる可能性

は社内に１

られてくる

業務の取捨

… 
作り方、貿

ノウハウが

あったのなら
困っている

た。 

ハウを持つ

での契約交

商社 OB の人

採用するだ

支払ってお

できるので

業での起業

立ち上げ、

えた契約や

理部門を強

報収集のア

外展開支援

制度等に関

の中でどこ

ては、資⾦
て、その制約
することを考
せる上で最も

のある留学
資源を補完

われる中に

力を持った

性は決して

１人しかい

るので、自

捨選択が求

貿易手続きや

が無く、業務

 
ることに関

外部⼈材

交渉に関し

人材に顧問

だけの仕事

おり、商社

で双方にと

業経験のあ

利益につ

や交渉をチ

強化してい

アンテナを張

援を行う機関

関するアンテ

7 

こまでやる

⾦、⼈材、ノ
約の中で、

考えることが
も重要な部

学⽣を活⽤
完していく

にあって、海

た人材が地方

て高いとはい

いない。その

自前でやるべ

められる。

やビザの申

務における

して、国や

材を活⽤ 

しては、フラ

問契約の形

事量がないた

OB の人材

ってメリッ

ある人材が中

つながる・損

チームで行い

る。 

張って⽀援メ

関のメルマ

テナを張っ

るかを決

ノウハウなど
海外展開

が重要です
部分に集中
⽤したり、外
ことも有効

海外事業

方の中小

いえない。

のためや

べき業務

 

申請など、海

る書類作成

や自治体の支

ランス語が

で委ねてい

ため顧問料

も他の業務

ットが生じ

中心となっ

損をしない

い、中小企

メニューの情

マガや、他社

って必要な情

決めておこ

ど多くの⾯
開の成否を
。その場合
中させるそ
外部の⼈材
効でしょう。 

海外ビジネ

の負担が重

支援メニュ

ができ、交

いる。自社

料＋契約に

務も並行し

ている。 

って同業者

いためのポ

企業の弱い

情報収集 

社の社員や

情報を取捨

こう 

において割
を左右する
合に、販路
れと同時に

材や資⾦等

ネスに必要

重くなって

ューがある

や行政職員

捨選択して

割ける経営
る要素に集
路や取引の
に、⽇本と
等を活⽤す

な書類の

いる。 

ことを後

と交流の

いる。 

営資
集中
の拡
と海
する



 

【企
 

 

【企
 

 

【企
 

 

 

企業の経験

 マン

シン

リス

企業の経験

 採用

格を

出業

 留学

部と

進展

が、

たの

 一定

がり

るよ

企業の経験

 公的

際に

会を

活用

 JETR

専門

信用

 【専⾨家
 契約

が提

てお

であ

項を

ある

を行

必要

 

 

 

 http

験談】煩雑

ンパワーが限

ングし、販売

スクの軽減

験談】外国

した元留学

を取り、自社

業務にかかる

学生を採用

と直接商談が

展した。それ

その場合は

ので、上層部

定程度の海外

り、語学力が

ようになり、

験談】活⽤

的機関が主催

に、INPIT が無

を開いてくれ

。社内勉強

RO の専門家

門家と海外の

用につなが

家の⽬】 ひ
書案を作成

供している

くことは、

る。ただし

カスタマイ

ため、詳細

い、自社の

である。 

例）JETR
ps://www.je

雑な業務は

限られる中

売力の向上

とも連動す

国⼈留学⽣

学生が優秀

社の輸出業

る外注費を

し、現地で

ができるよ

れまでは日

は、相手企

部との商談

外ビジネス

があったり

、いい人材

⽤できる政策

催した海外

無料で職員

れる事業が

強会を通じ

家派遣制度

の企業を一

り、交渉が

ひな形は活
成するとき

る契約書の

一から専

し、個別の

イズしない

細に関して

の状況に適

 

O 貿易実務
etro.go.jp/e

はアウトソー

中で、貿易実

上に関する業

することがで

⽣の能⼒を

秀な人材で、

業務の内製化

を削減するこ

での営業を任

ようになり、

日本人社員

企業にいる

談に至らなか

スの実績がで

り、海外ビジ

材が採用しや

策的⽀援

外展開に関す

員を派遣し

があることを

じてノウハウ

度を活用。費

一緒に訪問

がしやすく

活⽤しつつ、
に、JETRO な

のひな形をベ

専門家に依頼

の状況に応じ

いと、不利な

ては弁護士な

適した文言の

務オンライン講
learning/ga

8 

ーシングを⾏

実務のよう

業務に経営

できている

を活⽤ 

、独学で通

化が可能に

ことができ

任せたとこ

、商談がス

が営業に行

日本語ので

かった。

できると、

ジネスの経

やすくなる

メニューを活

するセミナ

て知財に関

を知ったこ

ウを蓄積で

費用的な面

した際に J

なった。

詳細は専
などの各種

ベースに大

頼するより

じて契約書

な契約にな

などの専門

の調整を行

講座で解説
aiyou/keiya

⾏い、経営

うな定常的

営資源を集

る。 

通関士の資

になり、輸

きた。 

ころ、上層

スムーズに

行っていた

できる担当者

自分たち

経験のある人

る。 

活⽤ 

ナーに参加

関する社内

ことから制

できた。 

面だけでな

JETRO の名

専⾨家への
種支援機関

大枠を作っ

りも合理的

書の記載事

なる恐れが

門家へ相談

行うことが

 
ku/ 

資源を販促

かつ煩雑な

中させた。

者が対応す

の知らない

人材が向こ

した

勉強

度を

く、

刺が

の相談を 

促に集中 

な業務をア

売掛回収

することに

いところで

こうから応

ウトソー

にかかる

なってい

評判が広

募してく



 

４

れ
そう
ま
す
オ
敗

【海

 

 

４ 取引
 

海外展開
ればいいパー

うした中で
た、取引先

することも有
ン、サードオ

敗を避ける）
 

海外展開の
 

どうやって⾒
 海外

るほ

て展

ない

 成功

た」、

話は

り会

⽇本語で
 日本

って

⾃分だけだ
 海外

スを

レン

 【専⾨家
 日系

商工

でき

ため

用で

きる

 金融機

顧客

先・パー

開を成功に
ートナーにめ
で、まずは信
先となる企

有効です。ま
オピニオンと
）ためには

のお悩み】

⾒つけたら…
外展開をした

ほどの余力も

展開したいが

い。 

功事例の多

、失敗事例

はよく聞く

会える（悪い

でコミュニケー
本語でコミ

て、現地在住

だと思ったら 
外展開を検討

を受けたこ

ンジをした代

家の⽬】 信
企業が数多

会議所や日

る人、そう

、長期間在

きる人が残

ネットワー

機関として

からのニー

ートナー選

に導くキーワ
めぐり会える
信頼できる情

企業は必ず訪
また、⾃分
といった多く

は必要です

 

… 
たいと思っ

もないので

が、どこか

くでは「い

例では「パー

が、どうし

いパートナ

ションできるか
ュニケーシ

住の日本人

討するため

とで舞い上

代理人はす

信頼できる
多く展開し

日本人会と

うでない人

在籍してい

残っている

ークを広げ

ても信頼で

ーズの高い

選びは慎

ワードとして
るかという点
情報源を探
訪問して⾃

分の⽬だけで
くの⼈の意
。 

ているが、

で、適当なパ

ら手をつけ

いいパート

ートナーが

したらいい

ナーにつかま

から安⼼した
ションがで

人、日本語が

めの視察で、

上がってしま

すごい人だ

情報源を⾒
している国や

いった組織

人の評判はす

いる人に関し

確率が高く

ていくと有

きる現地の

項目で、現

9 

慎重に 

て、パートナ
点に関して
探し、そこか
⾃分の⽬で
では収集で

意⾒を取り⼊

すべて自前

パートナーを

けていいのか

ナーとめぐ

が悪かった」

いパートナー

まらない）

たら 
きることで

が上手な現

、政府の要

まい、後先

と信用しき

⾒つけよう
や都市では

織があるの

すぐに広ま

しては、あ

く、そこか

有用である

のパートナ

現地駐在員

ナー選びは
ては決まった
からネットワ
で信頼に⾜
できる情報
⼊れること

前ででき

を見つけ

かわから

ぐり会え

」という

ーにめぐ

のかがわ

で安心して

現地人にだ

要人や高級

先考えずに進

きってだま

う！ 
は、日本人

ので、信用

まる。その

ある程度信

から信用で

。 

ーを見つけ

の重要な職

は重要です
た答えがあ
ワークを広げ
⾜る⼈物、
報に限りもあ

も、海外展

からない。

しまい、交

まされた。

官僚に面会

進出を進め

された経営

けて顧客に

職務となっ

。⼀⽅で、
あるわけでは

げていくこと
組織である

あるので、セ
展開を成功

 

交渉の詰め

 

会してリッ

めて失敗し

営者は少な

に紹介するこ

ている。 

どのように
はありません
とは有効で
るかをチェッ
セカンドオピ
功させる（

が甘くな

プサービ

たり、ア

くない。

ことは、

にす
ん。
です。
ック
ピニ

（失



 

【企
 

 

 

【企
 

企業の経験

 取引

相手

はダ

め社

がで

 海外

訪問

ない

 

 【専⾨家
 シン

に現

他社

持っ

で撤

 【専⾨家
 パー

かっ

とい

い。

像が

トナ

きち

企業の経験

 外国

も少

出し

人社

理店

した

自社

場拡

 離職

離職

ネス

てく

験談】取引

引を始めよ

手の社長が信

ダメなこと

社員の対応、

できる会社か

外企業との商

問することが

いところで事

家の⽬】セカ
ガポールは

地法人の設

の存在とい

てもらえず

退を余儀な

家の⽬】お互
トナーとの

たケースを

うより事業

原因をたど

そもそも違

ーシップを

んと議論し

験談】⼈材

国人社員は日

少なくなかっ

した」とマイ

社員が自社で

店として自社

た。しかもそ

社製品に精通

拡大に貢献し

職する人材

職する人材

スにつなが

くる可能性

引先となる企

うというと

信頼できそ

もあるので

、雰囲気を

かどうかの

商談がホテ

がないまま

事業が失敗

カンドオピニ
は富裕層が

設立まで話

いったリス

ず、現地法人

なくされた

互いの⽬指
の関係が悪

を見ている

業が進む過

どると、日

違っていた

を結ぶとき

していれば

材流出のピ

日本人に比

った。かつ

イナスに受

で学んだ技

社製品を扱

その代理店は

通した信頼

している。

に対して、

との間で良

るチャンス

もある。 

企業は必ず

ときは、必ず

そうな人で

で、実際に訪

を見て、その

の判断材料

テルだけで行

ま契約をして

敗に終わった

ニオンを取り
多い、税金

を進めた企

スクに関する

人を設立し

。 

指すゴールを
悪くなって事

と、両者の

過程で悪化

本側とパー

たことにある

から、お互

避けられた

ピンチをチャン

比べて転職に

つてはこう

受け止めてい

技術を生か

扱うようにな

はOB人材に

頼できる優れ

 

転職先宛

良好な関係

スもあるし

10 

ず訪問した

ずその会社

あっても、

訪問して、

の会社が長

にしている

行われ、相

てしまった

た。 

り⼊れよう
金も安いとい

企業がいた

る情報を提

した。しか

をきちんと確
事業を再編

の関係は、

化していっ

ートナー側

る。こうし

互いの目指

たものが多

ンスに 

に対する抵

した離職を

いた。しか

し、母国で

なり、代理

によって経

れた代理店

に推薦状を

を維持する

、スキルを

た上で評価

社を訪問する

会社として

受付をはじ

長い付き合い

る。 

相手の会社を

たところ、会

！ 
いういい情

。高額な不

提供して再

し、事業は

確認しよう
編しなけれ

最初から悪

たもののほ

側が描いてい

したケース

指すゴール

多い。 

抵抗が少な

を「育てた

かし、離職

で起業し、

理店網の拡

経営されてい

店として海

を書くこと

ることで、

を上げて自

価 

る。

て

じ

い

を

会社として

情報だけを聞

不動産コス

考を促した

は出だしか

う！ 
ばならな

悪かった

ほうが多

いる将来

は、パー

について

く、離職

人材が流

した外国

現地の代

拡大に寄与

いるので、

外での市

もある。

次のビジ

社に帰っ

ての実態が

聞きかじっ

トや人件費

たものの聞

ら不調で、

ほとんど

って一気

費、競合

聞く耳を

短期間



 

Ⅲ
 

１

に乗
通
い
要
散

【海

 

【企
 

Ⅲ．事

１ 売りっ
 

企業が海
乗ってくると

通しも⽴って
」といった段

要になってき
散⾒されます

 

海外展開の
 

思うように
 国内

が確

げる

 間接

への

変化の激
 浮き

って

利益が伸
 日本

るパ

らな

こと

企業の経験

 販路

製品

らえ

現地

 マー

べて

かな

態と

雑な

事例に学

っぱなし、

海外事業を
と、⽴ち上
てきます。⼀
段階で⾜踏
きます。この
す。 

のお悩み】

に売上が伸び
内市場が人

確実なため、

るに至ってい

接貿易の形で

の売上は伸び

激しい業界で
き沈みの激

てしまい、新

伸び悩んでいる
本人社員を駐

パートナー

ない状態が続

とが従業員か

験談】売上

路開拓まで外

品は数ある取

えないため、

地で売れる商

ーケティン

て自前でやっ

なニーズの違

としては、直

な業務やリス

学ぶ海

、任せっ

を⽴ち上げる
上げ当初に⽐
⼀⽅で、「⾚
踏みをする
のほか、海外

 

びません 
口減少によ

、海外に活

いない。 

で細々と輸

びていない

 
しい業界で

新たに販路

ると思ったら 
駐在させる

を信頼して

続いていた

からの告発

上に直結す

外注の形態

取扱商品の

商品開発

商品開発を

グと販路開

っている。そ

違いを商品

直接貿易で

スクの回避

海外展

ぱなしを

る際には、
⽐べて定型
⾚字という
るケースも少
外事業を任

よって長期

活路を求めて

輸出は行っ

い。 

であり、海外

路を開拓しな

るとコスト高

て、事業を任

たと思ってい

発により明

する営業・マ

態を取ると、

の中の１つ

発とマーケテ

をしている。

開拓に関して

そうするこ

品に反映させ

ではなく間接

避を図ってい

11 

展開 〜

を⾒直そう

多くのエネ
型化された
ほどではな

少なくなく、
任せていた

期的に縮小

ているが、

ているもの

外に拠点を

なければな

高になるこ

任せっきり

いたところ

らかになっ

マーケティン

代理店に

つとなって本

ティングは

 

ては、どん

ことで地域や

せることが

接貿易にし

いる。 

〜次の

う 

ネルギーを要
た業務で対
ないが、事業

さらに売上
た⼈物が不

すること

利益を上

のの、海外

を設けたと

ならなくな

こともあり

りにしてい

ろ、進出先拠

った。 

ングを⾃前で

とっては自

本気で売っ

は自社でや

なに大変で

や顧客ごと

が可能にな

して、貿易

のステッ

要しますが、
対処できるよ
業の柱にな
上を伸ばす
不正を⾏っ

きの取引先

った。 

、進出先拠

た。損失も

拠点のトッ

で 

自社の

っても

って、

でもす

との細

っている。

実務や売掛

ップ編〜

、ある程度
ようになり、
なるほどまで
すための努
っていたとい

先はすべて

拠点のトッ

もないが利

ップが横領

ただし、

掛回収等に

〜 

度事業が流
⿊字化の

では成⻑し
⼒が別途

いったケース

いなくな

プを務め

益も上が

している

取引の形

かかる煩

流れ
の⾒
しな

途必
スも



 

 

【企
 

 

【企
 

 

 

 

企業の経験

 商談

位置

での

出さ

座を

面販

を持

行っ

企業の経験

 現地

エン

が、

しな

時点

しな

ため

な改

との

 【専⾨家
 海外企

ばすこ

んだ日

ない」

さな契

たり、

するこ

 【専⾨家
 フラン

作られ

中、ロ

きめ細

のの、

ーに「

験談】定番

談会で自社製

置づけられ、

の定番商品の

さなければな

を奪われて

販売を行う

持続し、定番

っている。 

験談】展開

地の代理店

ンドユーザー

現地代理店

ないといけ

点で今後の取

ないといけ

めには、ユー

改善を行う必

の比較など生

家の⽬】あえ
企業との代理

ことができな

日本企業の製

でいたとい

契約からスタ

独占販売権

ことで、代理

家の⽬】フラ
ンチャイズ契

れてしまった

ロイヤリテ

細かく対応す

商材を売る

「裏切ったら

番商品にな

製品が評価

、安定的な

の座を維持

ならず、気

しまう。そ

ことで、消

番商品とし

開形態の如

との契約に

ーと直接や

店では対処

ないユーザ

取引が危ぶ

ない。その

ーザーの満

必要があり

生の声を拾

えて売らな
理店契約に

ない企業が

製品は脅威

いう。こう

タートして

権を与えて

理店のモチ

ランチャイジ
契約の場合

たり、裁判

ィを低めに

する企業が

ることでフ

ら損をする

 

なってからも競

価され、海外

な取引が始ま

持するため

気を抜いたら

そのため、自

消費者に商品

して維持させ

如何は問わ

による取引

やり取りは

処できず、

ザーからの

ぶまれるレ

の意味でも

満足度を維

り、適宜代理

拾い上げ、商

い代理店
において、独

がいた。よ

威になると

うしたこと

て優れた販売

てもノルマ

チベーション

ジーに「裏切
合、厳格な契

判しても勝

に抑えつつ

が成功を収

フランチャ

る」と思わせ

12 

競争は続

外のスーパ

まった。し

には、継続

ら他社・他

自社の販売

品の価値を

せるための

わずユーザー

を行ってい

必ずしも必

日本の本社

クレームは

ベルの問題

、取引を継

維持するため

理店と一緒

商品の改善

がいることも
独占販売権

くよく調べ

の認識から

からも、す

売実績を上

を課し、そ

ンを高める

切りは損」と
契約で縛っ

てる見込み

、商品の提

めている。

イザーとし

せることで

く 

パーで定番商

しかし、スー

続して高い売

他国の製品に

売員を確保し

を伝え、ブラ

の取組を継続

ーのニーズは

いるため、

必要ない

社で対応

は、その

題を覚悟

継続する

めの小さ

緒にエンド

善につなげ

も 
権を与えた

べてみると

ら、販売権

すぐに大き

上げるよう

それを下回

ることが有効

と思わせる契
っても、フ

みが薄いと

提案や情報

ロイヤリ

しての利益

で、強固な契

商品に

ーパー

売上を

にその

して対

ランド

続的に

は直接吸い

ユーザーを

ている。 

ものの思う

、代理店に

権を買い取っ

な契約にす

であれば次

れば契約解

効である。

契約のあり
ランチャイ

いう問題が

報提供などの

ティでは多

益は確保し、

契約関係が

い上げ 

を訪問して

うように売

にとって契

って「あえ

するのでは

次の契約に

解除できる

 

り⽅ 
イジーに抜

がある。こ

の各種サポ

多くを稼げ

、フランチ

が構築できて

他社製品

売上を伸

契約を結

えて売ら

はなく小

につなげ

るように

抜け道を

こうした

ポートも

げないも

チャイジ

ている。 



 

２

利
な
収
展
が

【海

 

 

 
 

【企
 

 

 

２ 販売
 

海外展開
利益を確保
なる部品や商
収⽅法を展
展するだけ、
が重要です。

 

海外展開の
 

 ⼤⼝を条
 「複

最初

それ

の購

１台

であ

 売掛回収
 中国

限ら

企業の経験

 自社

品は

提携

めの

かる

が行

って

 味の

て、

売⽅法・売

開を⾏ってい
保するかとい

商材を保
展開すること

その場での
。 

のお悩み】

条件に交渉に
複数台購入す

初に１台納入

れ以降はあれ

購入に至らず

台を安価で作

る。 

収に困ってい
国の企業との

らず、現地の

験談】コアと

社の売りで

は、日本の本

携先に輸出

の組立を行

る割に利益

行い、日本

ている。 

の基礎とな

提携先が提

売掛回収

いる企業に
いう点に集約
護した形で
とも必要で
の売上だけ

 

に応じたら 
するから単

入したらそ

れこれクレ

ず、大きな

作る別の企

います 
の取引では

のローカル

となる部品

あり、模倣

本社で製造

し、海外の

っている。

に貢献しな

の本社は技

る商材につ

提供する商

 

収の⽅法

にとって事業
約されます
での取引を

でしょう。また
けで満⾜す

単価を下げろ

その分の代金

レームをつけ

な損をした。

企業に模倣さ

は、売掛の最

ル企業との取

品や商材は

倣されては

造・組立を

の提携先で

こうする

ない組立工

技術の保護

ついては、海

商品の品質の

13 

法を⼯夫

業の成否を
す。そのため
を⾏ったり、
た、最近増
するのではな

ろ」との要求

金は支払わ

けられて２

。どうやら

させて作ら

最後の１割

取引は代金

は保護しよう

は困るコアと

をした状態で

で最終製品に

ことで、手

工程は海外の

護と売上の確

海外の提携

の維持と日

夫しよう 

を左右する
めには、売上
、取引先の
増えている物
なく、継続

求に応じ、

われたが、

２台目以降

ら納入した

らせたよう

割を回収す

金の回収に

う！ 

となる部

で海外の

にするた

手間がか

の提携先

確保を行

携先が日本

日本の本社

るのは、いか
上や利益の
の状況、リス
物産展や⾒

続的な取引

るのは非常

苦労してい

の本社から

の売上の確

かに売上を
の源泉とも
スクに応じ
⾒本市にお

引につなげる

常に難しい

いる。 

ら購入する

確保を行っ

を伸ばすか
もいえるコア
じた売掛の
おいては、
るための努

。中国に

契約にし

ている。

か、
アと

の回
出

努⼒



 

【企
 

 

【企
 

 

 
 

企業の経験

 海外

原則

いオ

てい

 輸出

計画

でに

り、最

する

さま

た。

後の

える

 国内

回に

引し

があ

るこ

企業の経験

 海外

れた

まい

接販

続的

本食

ビジ

継続

 【専⾨家
 海外で

け、そ

である

ねばな

まで至

験談】売掛

外との取引は

則とし、それ

オファーで

いる。 

出により継

画を立ててい

に賄賂の要求

最終価格が

ることが判明

まざまなリ

そこで、代

の取引につ

ることでリス

内企業との取

にわたって前

したい」とい

あった。その

ことで過去の

験談】Bto

外での物産展

た（BtoC）と

い、また中小

販売促進活動

的な取引には

食レストラン

ジネスに軸足

続的な取引を

家の⽬】物産
での物産展や

その場の売上

る。本来は海

ならず、現地

至らない人も

掛の回収⽅

は、前払い

れが受け入

あっても断

継続的な取引

いたが、商

求、物流上

が自社から

明し、継続

スクが生じ

代理店に対

いては代理

スクの回避

取引での話

前払いで取

いう発注が

の後、海外

の失敗の教

C から Bto

展で個人消

としても、

小企業が海

動を継続し

は至らなか

ンなどをタ

足を置き、

を目指す方

産展・⾒本
や見本市へ

上を上げる

海外での定

地の流通業

も少なくな

 

⽅法を柔軟

しか受けな

れられない

断る意志を

引にする予

品が納品先

のトラブル

の売値と大

的な取引に

じることが

対して自社か

理店の責任

避を行った。

話であるが、

取引ができて

が入り、数回

外からの発注

教訓を生かす

oB に展開

消費者を相手

その場限

海外で消費者

して行うのは

かった。そ

ーゲットに

まとまった

方向に舵を切

本市では定
への出展支援

ることだけ

定番商品にす

業者との取

ない。 

14 

軟に組もう

ないことを

い場合はい

を明確にし

予定で事業

先に届くま

ルなどがあ

大きく乖離

にするには

が予見され

からの売価

任で行う形

。 

、新しい取

ていた。そ

回の実績が

注で同じよ

すことがで

開し、安定的

手に商品が

りになって

者に対して

は難しく、

こで現地の

にした BtoB

た量の受注

切った。 

定番商品化
援を行って

で疲れ切っ

するきっか

引をゴール

！ 

離

価を明確に

での独占販

取引先と小

その後「大

があったの

ようなオー

できた。 

的な取引を

が売

てし

て直

継

の日

Bの

注、

化を⽬標に
ているが、

ってしまっ

かけとして

ルに置くよ

定めた上で

販売権を与

口の取引を

口発注にな

で応じたと

ダーがあり

を確保 

に 
出店者の中

たり、満足

物産展や見

うに啓発し

で納品を行

与える契約

を始めたと

なるので後

ところ騙さ

り、後払い

中には出展

足してしま

見本市を位

しているが

い、その

に切り替

ころ、数

払いで取

れたこと

を拒否す

展しただ

まいがち

位置づけ

が、そこ



 

３

も
が
海
お

【海

 

【企
 

 
 
 

 

３ 技術
 

海外展開
⽣じます。

がら適切に保
海外での訴

くことが重要
 

海外展開の
 

 先に商標

 海外

いた

会に

得し

えな

模倣品が
 模倣

のも

が偽

まさかの逆
 アメ

が必

の負

コストだけ
 かつ

績が

 

企業の経験

 特許

える

そう

にし

術・知財を

開がある程
そのために

保護するこ
訟に関して
要です。 

のお悩み】

標を取られ

外での展示会

たらその国で

に来ていた第

してしまい、

くなってし

があたかも本
倣品が売り出

負担が大き

偽物扱いされ

逆提訴 
リカで模倣

必要になった

担となった

けがかかってし
つては海外で

上がらず費

験談】費⽤

許は有効期

ることから

うにない場合

した。 

を適切に

度軌道に
にも⾃社の
ことが⼤切で
ては、多額

 

れてしまった

会で自社商

での商標を

第三者がそ

その国で

しまった。

本物扱いに 
出されたた

きいため訴

れるリスク

倣品が発覚

た。また、

た。 

しまった 
での特許を

費用が無駄

⽤対効果を

限があるの

、費用対効

合は、商標

 

に保護しよ

乗ってくると
「売り」であ
です。また、

額の費⽤と時

た 

商品を出展し

を取ろうと考

その商標の商

での販売にお

 

ため警告を行

訴訟を見送っ

まで出てき

覚したため、

相手側の弁

を取得してい

駄になった。

を勘案して商

のに対し、

効果を勘案

標によって

15 

よう 

と、模倣品
ある技術や
、予期せぬ
時間がかか

し、売れる

考えていた

商標を先に

おいてその

行ったが当

った。模倣

きた。 

、提訴した

弁護士から

いたが、取

 

商標による

商標は半永

案して多くの

知財を保護

品が現れた
や知財につ
ぬところで訴
かるため、事

るメドがつ

たら、展示

に申請・取

の商標が使

当然のように

倣品の普及が

たところ逆提

らの証拠書類

取得に費用が

る知財保護

永久的に使

の商品が出

護する方針

たり、技術を
いては、費

訴訟に巻き
事前に回避

に無視され

が既成事実

提訴され、

類の請求な

がかかるわ

護に 

使

出

針

を盗まれる
費⽤対効果
き込まれるこ
避するための

れ、裁判に

実になって

多額の弁

などへの対

わりに多く

といった問
果を勘案し
こともありま
の術を講じ

持ち込む

逆に本物
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Ⅳ．押さえておきたい海外展開⽤語集 
 

B BtoB 

法⼈顧客（企業や⾏政、団体）との間で取引を⾏うビジネス。Business to Business の略。 
 BtoC 

個⼈顧客（消費者）をターゲットとしたビジネス。Business to Consumer の略。 

F F/S 

事業可能性調査ともいい、企業が投資を⾏って⻑期的に収益をあげられるか否かの経営判断ができる客観的な材
料を取りまとめ総合的に評価すること。 海外展開においては、⽇本とは異なる商習慣、⼈種、⽂化、⾔語、宗教、
法制度等があるなかで、海外展開の可否とリスクの存在を⾒極めるために重要な項⽬である。Feasibility Studyの
略。 

I INPIT（インピット） 

独⽴⾏政法⼈⼯業所有権情報・研修館。特許に関する公報の閲覧のほか、⼯業所有権相談などの業務を⾏って
いる。National Center for Industrial Property Information and Training の略。 

J JETRO（ジェトロ） 

独⽴⾏政法⼈⽇本貿易振興機構。九州の各県庁所在地（福岡県のみ福岡市と北九州市にある）に事務所を
構え、企業の海外展開に関する相談や情報提供を⾏っている。このほか、海外主要都市に多くの事務所を有し、在
外企業の⽀援を⾏うとともに、海外経済に関する情報収集を⾏っている。Japan External Trade Organization
の略。 

L L/C 

輸⼊者が取引銀⾏に依頼し、銀⾏が発⾏する「買取保証書」または「信⽤状」。L/C を発⾏している銀⾏が輸⼊者
に代わって貨物代⾦の⽀払いを保証している証書である。Letter of Credit の略。 

P PL 

製造物責任。製造物の⽋陥により⼈の⽣命、⾝体また財産に係る被害のことをいう。アメリカでは PL に関連した訴
訟が多発しており、仮に敗訴した場合、⾼額な賠償を⽀払うことになり、企業の存続すら危ぶまれることも少なくない。
そのため、海外展開を図る上でのリスクの１つとされている。Products Liability の略。 

い インボイス 

海外に物品を送るときに税関への申告、検査などで必要となる書類。差出⼈や受取⼈、内容物とその数量、価格な
どの情報を記載する。国によって必要となる書類の種類や数が異なる。 

か 間接貿易 

貿易会社や商社を通じて海外企業との間で輸出⼊取引を⾏うもの。輸出の場合は、メーカーなどの商品供給者は
貿易会社や商社との間での国内取引を⾏い、貿易会社や商社が輸出者となって海外企業に納品する。⼿数料は
かかるが、貿易実務や貿易に伴うリスクは貿易会社や商社が負担するためリスクや業務負担は相対的に⼩さい 

ち 直接貿易 

製品の販売や原材料調達など、海外企業との間の輸出⼊を⾃社で直接⾏うもの。間接貿易のように⼿数料はかか
らないが、貿易実務や貿易に伴うリスクは⾃社で負うため、リスクや業務負担は相対的に⼤きい。 
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と 独占販売権 

商品の取扱を地域を制約して独占的に販売できる権利 

に ⽇本⼈会 

海外に⻑期滞在（駐在）する⽇本⼈の交流組織。現地に駐在する⽇本⼈同⼠の情報交換、親睦の場であり、
現地での安全や⽣活環境、⼦どもの教育、ゴルフなどのレジャーを通じた親睦など、⽇本⼈同⼠のコミュニティとなって
いる。⽇本⼈が多く駐在している海外主要都市には、概ねこうした組織があることが多い。駐在者相互の交流組織
であるため、⽇本からのビジネスや投資に関する問い合わせなどには応じていない。 

 ⽇本⼈商⼯会議所 

海外主要国・地域に開設されている経済団体。現地に進出している⽇系企業と進出先相互の経済発展、交流の
促進などを⽬的に活動しており、⽇本⼈商⼯会など国や地域によって呼称は異なる。 
なお、⽇本商⼯会議所のホームページ（http://www.jcci.or.jp/international/jcci-overseas.html）では
在外⽇本⼈商⼯会議所の⼀覧が掲載されている。 

は ハラル 

アラビア語で「許可されたもの」の意で、ムスリムが⽇常⽣活で、⼝にすることのできるもの、⾝に着けることのできるもの
をいう。ハラルでないものは、ノン・ハラルあるいはハラムと呼ばれる。イスラム教において禁忌とされる豚や酒を使っていな
ければよいというものではなく、適正な処理が⾏われたものでないとハラルとしては認証されない。 

ふ フランチャイザー 

フランチャイズ契約において、権利や商標、ノウハウなどを提供し、対価としてロイヤリティを受け取る側 
 フランチャイジー 

フランチャイズ契約において、フランチャイザーが持つ権利や商標、ノウハウなどを利⽤して事業を展開し、その対価とし
てフランチャイザーにロイヤリティを納める側 

む ムスリム 

イスラム教徒のこと。豚や酒など⾷に関連する禁忌がある。詳しくは「ハラル」の項を参照。 

ろ ロイヤリティ 

特定の権利を使⽤する者が、その権利を有する者に対して⽀払う対価。フランチャイズ契約における商標やノウハウが
⼀般的。特許料も広義のロイヤリティに含まれる。 
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機関名 住所・電話番号 
(独)⽇本貿易振興機構（ジェトロ) 
【九州各地のジェトロ】 

ジェトロ福岡 
 
ジェトロ北九州 
 
ジェトロ佐賀 
 
ジェトロ⻑崎 
 
ジェトロ熊本 
 
ジェトロ⼤分 
 
ジェトロ宮崎 
 
ジェトロ⿅児島 

 
 
福岡市中央区天神1-11-17 福岡ビル4F 
TEL:092-741-8783 
北九州市⼩倉北区浅野3-8-1 AIMビル8F 
TEL:093-541-6577 
佐賀市⽩⼭2-1-12 佐賀商⼯ビル4F 
TEL：0952-28-9220 
⻑崎市桜町4-1 ⻑崎商⼯会館9F 
TEL:095-823-7704 
熊本市中央区横紺屋町10 熊本商⼯会議所3F 
TEL:096-354-4211 
⼤分市⼤在6 ⼤分国際貿易センタービル3F 
TEL:097-592-4081 
宮崎市錦町1-10 宮崎グリーンスフィア壱番館（KITEN）3F 
TEL: 0985-61-4260 
⿅児島市名⼭町9-1 ⿅児島県産業会館6F 
TEL:099-226-9156 

【各県・政令市の貿易協会】 
（公社）福岡貿易会 
 
（公社）北九州貿易協会 
 
（⼀社）佐賀県貿易協会 
 
（⼀社）⻑崎県貿易協会 
 
（⼀社）熊本県貿易協会 
 
（⼀社）⼤分県貿易協会 
 
（公社）宮崎県物産貿易振興センター 
 
（公社）⿅児島県貿易協会 

 
福岡市博多区博多駅前2-9-28 福岡商⼯会議所ビル7F 
TEL:092-452-0707 
北九州市⼩倉北区浅野3-8-1 AIMビル8F 
TEL:093-541-1969 
佐賀市⽩⼭2-1-12 佐賀商⼯ビル4F（佐賀県国際ビジネスサポートオフィ
ス内） TEL：0952-26-1474 
⻑崎市⼤⿊町3-1 交通産業ビル2F 
TEL:095-821-4818 
熊本市中央区横紺屋町10 熊本商⼯会議所3F 
TEL:096-335-2281 
⼤分市⼤在6 ⼤分国際貿易センタービル4F 
TEL:097-592-5932 
宮崎市旭1-3-6 宮崎県庁7号館1F 
TEL:0985-38-9351 
⿅児島市鴨池新町10-1 ⿅児島県観光交流局かごしまPR課内 
TEL:099-251-8484 

中⼩企業基盤整備機構九州⽀部 
（中⼩機構九州） 

福岡市博多区祇園町4-2 サムティ博多祇園BLDG. 
TEL:092-263-1500 

九州経済連合会 国際部 福岡市中央区渡辺通2-1-82 電気ビル共創館6F 
TEL:092-761-4261 

福岡アジアビジネスセンター 福岡市中央区天神1-11-17 福岡ビル4F 
TEL:092-791-5025 
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